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電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成12年11月17日付け郵通議第3166号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

【 別紙 】

1. 申込み受付費用について

回線管理運営費（203円）には接続事業者からの申込み受付費用（１回線ごと）が含まれていますが、申込み受付費用は１の申込みごとに発生するものなので、申込み受付費用（１回線ごと）は接続事業者からの１の申込み当りの平均回線数で除して求められるべきものと考えます。この点をご確認いただきたく思います。

また、申込み受付費用は東西ＮＴＴの相互接続担当部門において発生する費用と思われますが、この相互接続担当部門において発生する費用は既に他の接続料に配賦されているのではないでしょうか。二重計上となっている可能性があると考えますので、この点をご確認いただきたく思います。

2. 接続料の請求・回収費用について

接続事業者への接続料の請求・回収費用（136円）は、１回線ごとに費用発生するものとして今回の接続料に含められていますが、料金請求や回収に係る費用は通常請求書一通ごとに発生するものです。また、回収費用が計上されておりますが、ユーザー料金の回収であれば督促費用、裁判費用等々が掛かりますが、事業者間の接続料の回収ではこのような費用が掛かるものではありません。通常は費用発生しないと見込むべきものと考えます。どのような費用を見込んでいるのかご確認いただきたく思います。

3. 故障受付費用について

ＤＳＬ固有の故障受付費用（41円）は東西ＮＴＴの故障受付担当部門において発生する費用と思われますが、この故障受付担当部門において発生する費用は既にすべて他の接続料に配賦されているのではないでしょうか。ＤＳＬ固有のものであったとしても埋没コストとなるものであれば二重計上の可能性があると考えますので、この点をご確認いただきたく思います。

4. 加入者回線の費用について

加入者回線の費用（1,905円）については、ＭＡ別で設定すべきと考えます。都市部の加入者回線費用は山間部のそれに比べ相当程度低いものと思われます。ＤＳＬサービスは主に都市部で事業展開されることから、全国平均の費用で料金設定がなされた場合、ＤＳＬ事業者はコストに比べ相当に高い料金を支払うことになってしまいます。これに対して、東西ＮＴＴ自身がＤＳＬサービスを提供する場合には、実際のコストでＤＳＬサービスを提供することが可能なことから、都市部ではかなり低いコストとなるものと思われます。公正競争上重大な問題があると考えます。貴答申において、この点に関する貴審議会殿のご見解を明確にご回答いただきたくお願いいたします。

5. コロケーションに関する標準的期間について

今回設定される標準的期間については、東西ＮＴＴが工事をする場合では最長で６．５ヶ月～最短で４ヶ月となっております。ＤＳＬサービスの速やかな普及は我が国の国家戦略であるＩＴ革命に不可欠なのではないでしょうか。このような長期間の納期でＩＴ革命が実現出来るのでしょうか。貴審議会殿においては、ＩＴ革命実現の観点から東西ＮＴＴに対し標準期間の大幅な短縮を御指示いただきたくお願いいたします。

上記のように、東西ＮＴＴが工事をする場合、標準的期間は最長で６．５ヶ月～最短で４ヶ月となっておりますが、この標準的期間については、東西ＮＴＴが自己の営業部門に対しても、またＮＴＴｸﾞﾙｰﾌﾟ企業に対しても適用されるものと理解いたします。東西ＮＴＴは自らＤＳＬサービスを提供するとのことですが（フレッツＡＤＳＬ）、東西ＮＴＴの自己の営業部門に対してもこの６．５ヶ月～４ヶ月という納期が適用されなければなりません。貴答申において、この納期が東西ＮＴＴ及びＮＴＴｸﾞﾙｰﾌﾟ企業に対しても適用されることを明確にしていただきたくお願いいたします。

東西ＮＴＴが他事業者を自己の営業部門やＮＴＴｸﾞﾙｰﾌﾟ企業に対して差別的に扱っていないことを明確にするため、東西ＮＴＴには提供期間に関する証拠書類について保存義務を課し、毎年これらの書類に基づき他事業者と自己の営業部門やＮＴＴｸﾞﾙｰﾌﾟ企業への提供期間についてのﾃﾞｰﾀを公表することを義務付けるべきと考えます。なお、これらの書類については、事業法９２条により御省による検査の対象になると理解いたしますので、他事業者からの指摘があった場合には、御省におかれましては、書類検査の上事実確認を行っていただくよう要望いたします。

6. 工事費等の改定について

ＤＳＬ事業者はＰＯＩ調査を東西ＮＴＴに依頼せざるを得ませんが、その費用として１ｻｲﾄ当り数万円が請求されます。ＰＯＩ調査だけでこれほど高額の費用が必要になるというのではＤＳＬサービスの普及にとって大きな支障となります。ＰＯＩ調査費の大幅な低廉化を要望いたします。

このＰＯＩ調査費は東西ＮＴＴが自らＤＳＬサービスを提供する場合にも当然必要となるはずのものです。東西ＮＴＴは月額料金４千円台でＤＳＬサービスを提供するとのことですが、この料金が高額なＰＯＩ調査費（一時払い費用）を適切に反映した料金体系かつ料金レベルでない場合には反競争的な料金設定となる可能性が強いと考えます。

なお、今回の料金設定により接続料金、工事費等が試験サービス時の料金よりも低廉な料金となった場合には、試験サービスにて料金を支払った事業者に対してそれを上回る部分については料金返還されるべきと考えます。
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